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★「護岸補強工事」多和 裕二 様（一般/東京都）

第10回土木工事写真コンテスト　入選作品

表紙の写真：第10回土木工事写真コンテスト　優秀賞作品
『希望の光』　横江 憲一 様（大成建設株式会社/北海道）
　写真説明　　北海道新幹線が走行する後志トンネル（全長約18㎞）の赤井川村側のトンネル貫通の瞬間です。
　油圧ブレーカの動き、雪混じりの掘削土の躍動感を表現するため、ブレ覚悟で低速シャッター（三脚は据えてます）で撮影しました。

　講評　　トンネル掘削作業の関係者にとって一番の“時”である“貫通”。射し込む“光”とアームや崩れ落ちる雪混じりの土砂
のブレで動きのある巧みな表現に仕上がりましたね。私も何度か経験ありますが、ブレーカの最後の一突きでの光条を見たときは作
業に携わっていなかったにも関わらず感極まる瞬間でした。� （土木写真家　西山 芳一）

　写真説明　
　若洲海浜公園沖数十メートル
先で地盤改良船「ポコム12号」
が「若洲油類等貯蔵施設護岸補
強工事」を行っていました。工
事内容は東京都港湾局に問い合
わせをしました。
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 1. はじめに

　平素より労働安全衛生行政の推進につきまし
て、格別の御理解、御協力をいただいております
ことに御礼を申し上げます。
　厚生労働省では、労働災害を減少させるために
国や事業者、労働者等が重点的に取り組む事項を
定めた労働災害防止計画を作成しておりますとこ
ろ、令和４年は、平成30年に策定した「第13次労
働災害防止計画」（以下「13次防」といいます。）
の最終年度に当たるとともに、先般策定した「第
14次労働災害防止計画」（以下「14次防」といいま
す。）の目標の基準となる、節目の年になります。
　建設業における死亡災害発生状況は、令和４年
は前年より３人増加して281人となり、これは全
産業の死亡者数774人の36.3％を占めています。
死亡災害を含む労働災害の更なる減少を目指すに
は、建設業界の皆さま、発注者の皆さま、関係機
関の皆さまの労働災害防止への御理解、御協力が
重要です。
　本稿では、令和４年の労働災害発生状況につい
て説明するとともに、建設業の労働災害防止に係
る厚生労働省の取組についてご紹介します。

2.  令和４年の全産業及び建設業
における労働災害の発生状況

（1）  休業４日以上の死傷災害（以下「死傷者数」）
発生状況

　全産業の死傷者数は132,355人と、前年と比較
して1,769人（1.4%）の増加となっています。建
設業では14,539人と、前年と比較して387人
（2.6％）の減少となっています。（表１）
　次に、建設業の死傷者数について、事故の型別
にみていきます。最も多いのは、「墜落・転落」
で、4,594人（前年より275人減少）となっており、
全体の31.6％を占めています。次いで、「転倒」
が1,734人（前年より68人増加）、「はさまれ・巻
き込まれ」が1,706人（前年より30人増加）、「飛
来・落下」が1,318人（前年より45人減少）となっ
ています。（表２）

（2） 死亡者数
　全産業の死亡者数は、774人で、前年と比較し
て４人（0.5%）の減少となっています。
　建設業における死亡者数は、281人で、前年と
比較して３人（1.1%）の増加となっています。
（表３）

表１　休業４日以上の死傷災害の発生状況（令和４年）

業種
令和４年 令和３年 平成29年 対令和３年比較 対平成29年比較

死傷者数
（人）

構成比
（％）

死傷者数
（人）

構成比
（％）

死傷者数
（人）

構成比
（％）

死傷者数
（人）

増減率
（％）

死傷者数
（人）

増減率
（％）

全産業 132,355 100.0% 130,586 100.0% 120,460 100.0% 1,769 1.4% 11,895 9.9%
建設業 14,539 11.0% 14,926 11.4% 15,129 12.6% －387 －2.6% －590 －3.9%
（注）労働者死傷病報告より作成したもの。
※　死亡者数及び死傷者数は、いずれも新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害を除いたものである。
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　次に、建設業の死亡者数について、事故の型別
にみていきます。最も多いのは、墜落・転落で、
116人（前年より６人増加）となっており、全体
の41.3％を占めています。次いで、はさまれ・巻
き込まれ28人（前年より１人増加）、崩壊・倒壊

27人（前年より４人減少）、激突され27人（前年
より８人増加）、交通事故（道路）24人（前年よ
り１人減少）、飛来・落下16人（前年より６人増
加）となっています。（表４）

表２　事故の型別休業４日以上の労働災害発生状況（令和３年及び令和４年）

事故の型 全産業
（令和４年）

全産業
（令和３年）

全産業
（増減）

建設業
（令和４年）

建設業
（令和３年）

建設業
（増減）

墜落・転落 20,620� 21,285� －665� 4,594� 4,869� －275�
転倒 35,295� 33,672� 1,623� 1,734� 1,666� 68�
はさまれ・巻き込まれ 14,099� 14,020� 79� 1,706� 1,676� 30�
飛来・落下 6,065� 5,934� 131� 1,318� 1,363� －45�
切れ・こすれ 7,500� 7,638� －138� 1,272� 1,339� －67�
動作の反動・無理な動作 20,879� 20,776� 103� 940� 981� －41�
激突され 5,694� 5,491� 203� 800� 825� －25�
激突 7,047� 6,838� 209� 684� 690� －6�
交通事故（道路） 6,773� 7,079� －306� 479� 500� －21�
崩壊・倒壊 2,049� 2,065� －16� 428� 447� －19�
（注）労働者死傷病報告より作成したもの。

表３　死亡災害の発生状況（令和４年）

業種
令和４年 令和３年 平成29年 対令和３年比較 対平成29年比較

死亡者数
（人）

構成比
（%）

死亡者数
（人）

構成比
（%）

死亡者数
（人）

増減率
（%）

死亡者数
（人）

構成比
（%）

死亡者数
（人）

増減率
（%）

全産業 774� 100.0% 778� 100.0% 978� 100.0% －4� －0.5% －204� －20.9%
建設業 281� 36.3% 278� 35.7% 323� 33.0% 3� 1.1% －42� －13.0%
（注）死亡災害報告により作成したもの。

表４　事故の型別死亡災害発生状況（令和３年及び令和４年）

事故の型 全産業
（令和３年）

全産業
（令和２年）

全産業
（増減）

建設業
（令和３年）

建設業
（令和２年）

建設業
（増減）

墜落・転落 234� 217� 17� 116� 110� 6�
はさまれ・巻き込まれ 115� 135� －20� 28� 27� 1�
崩壊・倒壊 52� 42� 10� 27� 31� －4�
激突され 59� 62� －3� 27� 19� 8�
交通事故（道路） 129� 129� 0� 24� 25� －1�
飛来・落下 42� 38� 4� 16� 10� 6�
高温・低温物との接触 31� 22� 9� 14� 11� 3�
（注）死亡災害報告より作成したもの。
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3.  建設業における労働災害防止
のための厚生労働省の取組

　厚生労働省では、昭和33年から５年ごとに労働
災害防止計画を策定し、労働災害防止のための取
組を進めてきました。
　令和４年は、13次防の最終年に当たりますが、
同計画においては、2017年と比較して2022年まで
に⑴死亡者数を15％以上減少させる、⑵死傷者数
を５％以上減少させる、⑶建設業における死亡者
数を15％以上減少させる、などを目標に取り組む
こととしておりました。最終的には、全産業の死
亡者数については15％以上減少し目標を達成いた
しましたが、全産業の死傷者数及び建設業の死亡
者数に係る目標については達成することはできま
せんでした。
　建設業の死亡者数については13.0％減少と、目
標にわずかに届きませんでしたが、その要因とし
ては新規住宅着工件数がほぼ横ばいにも関わら
ず、有効求人倍率が前年比で増加しており、各現
場での人手不足が一因として考えられます。
　本年度は、これらの災害発生状況を踏まえ、先
般策定した本年度を初年度とする14次防に基づ
き、労働災害の減少を図って参ります。
　14次防においては、引き続き建設業を重点業種
の一つとし、建設業における死亡者数を2022年と
比較して2027年までに15％以上減少させるという
目標の達成に向け、死亡災害の４割近くを占める
墜落・転落災害防止対策等を中心に、主に次のよ
うな取組を進めることとしております。
・��　足場からの墜落・転落災害防止対策の充実
強化のため、令和５年３月に公布された一側
足場の使用範囲の明確化、足場の点検を行う
際の点検者の氏名の義務化などを内容とする
改正労働安全衛生規則の円滑な施行を図るた
めの周知・指導。

・�　墜落・転落災害の３割以上を占める屋根・屋

上等の端、開口部等からや、近年増加傾向にあ
るはしご・脚立等低所からの墜落・転落災害を
防止するため、木造家屋建築工事等向けのマ
ニュアルの作成・周知。

・��　本年も「STOP�！熱中症　クールワークキャ
ンペーン」（５月から９月まで、重点取組期間：
７月）を実施する。

 4. おわりに

　これまで御説明したとおり、建設業における労
働災害発生状況は、休業４日以上の死傷者数は前
年から減少したものの、死亡災害は第13次防の目
標値を達成することはできず、労働災害の撲滅に
向けてより一層実効ある取組を推進する必要があ
ります。
　また、近年、就業人口の高齢化による高年齢労
働者の労働災害や、転倒や腰痛といった、労働者
の作業行動に起因する労働災害が顕著に増加して
いることから、労働災害全体の件数が再び増加に
転じている状況です。
　このような状況において労働災害を減少させる
ためには、事業者・労働者双方が労働災害防止の
ための基本ルールを徹底し、またそれらを遵守・
実行するための時間的・人員的に余裕を持った業
務体制を構築することが重要です。このため、今
年度の安全週間のスローガンを「高める意識と安
全行動　築こうみんなのゼロ災職場」に決め、す
べての働く人の労働災害を防止するよう取り組ん
でいまいります。
　厚生労働省としても、労働災害の減少に向けて
努力してまいりますので、皆様におかれまして
も、各事業場、現場で一人の被災者も出さないと
の決意のもと、日々の仕事が安全で健康的なもの
となるよう、なお一層のご尽力をお願い申し上げ
ます。
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1. はじめに

　力昼防災工事は、平成26年８月５日に18時間で
172mm（最大時間雨量19mm/時）の豪雨により当
該工事個所終点側法面が崩壊し168時間10分の全
面通行止めが発生したことにより事後調査業務に
よる報告の結果、既設法面の安定化が必要である
と判断された。

　今工事は既設法面を安定化させる工事で、主な
工種に掘削工・残土処理工・法枠工があり、これ
らの作業にi-Constructionを活用した事例と効果
について報告するものである。
⑴工 事 名：一般国道232号�苫前町�力昼防災工事
⑵発 注 者：北海道開発局　留萌開発建設部
⑶工事場所：北海道苫前郡苫前町力昼
⑷工　　期：�令和３年４月１日～�

令和４年３月28日

　今回活用したi-Construction技術は、掘削工（掘
削V=6,400m3、法面整形A=4,060m2）；UAV起工及
び出来形測量、掘削法面整形ICT施工機（バックホ
ウ）マシンガイダンス（ICT施工機）の使用、映像
及びデータを活用した事務所でのリアルタイム状
況把握、出来形管理。残土処理工（残土運搬
V=6,400m3�L=5.0Km）；荷重判別装置によるダンプ
トラックへの土砂積込み、土砂運搬運行管理シス
テムによる運搬管理。法枠工（現場吹付法枠F-200�
L=5,230m）；3Dモデル（CIM）による施工前配置
確認、出来形確認。以上の技術を活用し施工した。⾲Ɫ๓⏫力᫨ 施工⟠ᡤ

H26ᔂⴠ

໭ᾏ㐨

苫前郡

力昼防災工事における
i-Construction の取組について
―地域に浸透できる―

（一社）北海道土木施工管理技士会
株式会社　堀口組　　　　　　　

土木部　工事部長　鈴木純也
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２. 掘削工

　今回使用した施工機械は、現場条件制約により
アンカーとワイヤー、施工機械に搭載したウィン
チを用いて高所法面でも施工が可能なワイヤー式
法面掘削機（ロックスパイダー）を使用して掘削
を行った。

⑴　施工機械のICT及びi-Construction化の実施
　施工機械の規格は0.14m3級バックホウで今回使
用を計画した「GNSSを用いたマシンガイダンス」
の取付実績が道内では無く取付方法から動作確認
までメーカーを交え実施した。問題点は施工機械
が小型なためGNSS受信アンテナの取付位置が近
くガイダンス精度への影響が予想された。これを
克服するために治具の設計を行いガイダンス精度
の動作確認をしながら取付位置を確立した。

ICT施工状況

　また、長大法面（法長20m）である事から現場
の状況や土質の状態施工状況を事務所に居ながら
確認できるように施工機械に機載カメラ、現場の
各方向に向けWebカメラを設置した。

機載カメラの映像

Webカメラの映像

⑵　施工機械のICT及びi-Construction化の効果
　効果について下記の表にまとめた。
　起工測量は従来もICTも差は無く既知点の確認
と現場で使用する引照点を設置する。また、今回
の工事では長大法面（法長20 m）であり法面工で
の測量手元とした。

従来工法 ICT工法 備考
(計画より) (実績)

起工測量 2日 2日
測量手間 丁張測量 120分/日 10分/日 ICTは日々精度確認

出来形測量 2日 1日

手元人員 測量 2人（120分/日） 不要
法仕上げ 2人（360分/日） 不要

施工機稼働 1日当り稼働 300分/日 410分/日 残業60分含む
延べ施工日数 258日 142日 2台施工
1ｈ当り作業量 5.0m3/ｈ 6.6m3/ｈ

ICT導入費用 不要 294万円
I-con導入費用 不要 127万円 Webカメラ、機載カメラ

活用効果 省力化 費用削減
人員 258人 664万円 世話役+法面工
施工日数 （258-142）/2-24 34日 残業換算24日

243万円最終削減費用
工程短縮 34日（26.4％）

　施工日数は後工程を考慮し２台施工を計画・実
施。残業も当初より予定していた。また掘削工程
を６か月見込んでおりICT導入費も720万円（120
万円/月）を予算計上していた。計画と実施を比較
した結果、費用で240万円程度、工程で34日
（26.4％）削減する事が可能となった。
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　予定していた６か月間の作業員も他の作業に従事
する事ができ、労働者不足の解消にもつながった。
　オペレータのコメント『初めてGNSSマシンガ
イダンスを使ったが20年間この仕事をしてきて一
番きれいな法面整形ができた。手元のモニターが
すべての位置で設計値までの数字を指示してくれ
るので大胆な掘削も可能だった。手元作業員がい
ないので始めは戸惑ったが慣れてくると作業員へ
の接触事故や不慮の法面転落事故の危険性が無い
ので安心して作業ができた』
　導入コストだけを見ると二の足を踏んでしまい
がちだがコスト削減・省人化に大きな成果をもた
らした。

3. 残土処理工

　残土処理工の積込み機械に荷重判別装置『ペイ
ロードメータ』を取付、過積載防止の取組。土砂運
搬作業では車両及び積込み・受取り重機に土砂運
搬運行管理システム『SMART CONSTRUCTION
Fleet』を使用して運搬作業を行なった。

⑴　残土処理工のICT及びi-Construction化の実施
　残土積込み作業では、過積載及び運搬中の荷こ
ぼれが過失となる。積込み作業に荷重判別装置『ペ
イロードメータ』を使う事で積込み重機オペレー
ターの手元モニターで随時積載重量を確認する事
ができ、最後の一積みの土砂をすくい上げた時点
で積載量の判定を色と数字で判断する事ができ
る。従来、運搬車両バックプロテクターに積載ラ
インを設けるアバウトな方法が一般的であったが
この技術を活用する事で確実な過積載防止を実施
する事が可能となった。また、従来では積荷の高
さで管理するため荷台の隅まで積載するように積
込むため荷こぼれの原因となっていたがこの技術
では荷台の隅にスペースを確保する事ができる。

ॏػ಺Ϟχλʔ ŋ安全ੑͷ্޲
ŋ交通ো֐ͷղফ

荷重判別装置『ペイロードメータ』

　土砂運搬作業では土砂運搬運行管理システム
『SMART CONSTRUCTION Fleet』を使用。こ
の技術は工事関係重車両にGPS機能付き端末を搭
載する事で現在地及び移動速度をインターネット
を通じて即座に確認する事ができる。端末のカメ
ラ機能を活用し静止画ではあるが５秒間隔で映像
の確認も可能で、運搬路の状況など事務所に居な
がら確認する事が可能となる。

運行管理システム概要・運用状況
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⑵　残土処理工のICT及びi-Construction化の効果
　効果について下記の表にまとめた。

従来工法 ICT工法 備考
(計画より) (実績)

ᕠᅇ人員 㐠ᦙ㊰ᕠᅇΎᤲ 1人 不要 ⤫ᣓ㈐௵⪅䛾ᕠᅇ䛾䜏
ᕠᅇ㌴㍢ 1台 不要 8万円/᭶

ICT導入費用 Ⲵ㔜ุู⿦⨨ 不要 15万円/᭶
௜ᖏ費用 不要 5万円/ᅇ 出ᗜ᫬䛾䜏1ᅇ

I-con導入費用 㐠⾜⟶⌮ 不要 5万円/᭶ 䝅䝇䝔䝮౑用ᩱ
㐠⾜⟶⌮ 不要 4万円/᭶ GPS機⬟௜䛝➃ᮎ4台

活用効果 省力化 1台 34万円 ⇞ᩱ㣕10万円含む
省人化 29人 53万円 ᬑ㏻作業員
ᢏ⾡費用 -77万円

77万円
87万円

3䛛᭶㐠用（稼働日数29日）

導入費用
削減費用

　今回の工事では断続的な運搬作業であったため
削減コストが若干少ないがメリットは十分に有る
と考える。小規模な作業であっても省力・省人化、
費用削減の効果が見られたので今後の導入にも前
向きに検討したい。
　施工面ではオペレータの『過積載をしてはいけ
ない』という心理的負担が無く、目で見て確実な
積込みが可能となった。従来の過積載ラインでの
作業では過積載を警戒し積載量90％程度の設定で
あったが、今回は常に100％に近い積載量が実現で
き作業効率の向上にもつながった。

積載量一覧抜粋
　また、運搬車両に積載したGPS端末のカメラ機
能を使用し、静止画ではあるが５秒間隔で送信さ
れる。運搬路にカメラを向ける事で運搬路の状況
確認を行い運搬路巡回の省力・省人化を実現した。
今回はこのような使い方をしたが今後違った活用
も検討したい。

運搬車両搭載のGPS端末画像

4. 法枠工

　起工3D点群データは土工出来形3D点群デート
を使用。3D点群データを活用し施工範囲を確認
（契約照査）し施工範囲（面積確認）を確定する。
施工完了後はUAV測量等で3D点群データを作成
しデスクトップ上で出来形測定を実施。

⑴　法枠工のICT及びi-Construction化の実施
　起工3D点群データは土工出来形3D点群データを
使用した。土工完了時に法面清掃も完了させている
必要が有るので注意が必要。デスクトップ上で施工
範囲を確定、概算数量を算出し納期に時間のかかる
資材等を速やかに発注する事が可能となった。

起工3D点群データ

　現場吹付法枠の施工自体にはICTやi-Construction
は普及していないが従来４～５人での吹付プラントの
運用であったが、簡易セメントサイロを使用する事で
２～３人での運用が可能となった。省力・省人化が実
現した。

左は人力作業、右が簡易セメントサイロ

　施工完了後の3D点群データを活用し出来形測
定をデスクトップ上で実施。
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出来形3D点群データ（全容）

　デスクトップ上で計測が可能で現場での作業が
少なくなり、測定ミスも無くなった。

⑵　法枠工のICT及びi-Construction化の効果
　今回の現場条件として長大法面（L=20m）であ
る事から、現場全貌を把握する事が目視では難し
く、3D点群データを活用する事で机上で全貌を把
握する事ができ危険な作業を省略できた。また、割
付図の作成は机上で可能であるが、現地割付は従
来通り実施しなければならないので今後の施工で
工夫をこらしてみたい。出来形測定では、従来３名
２日（3,400m2）程度で行っていたが１名１日で可能
となった。従来、現場施工が完了してから出来形検

査を受けるまでにタイムラグが有るため、作業通路
や安全仮設備を維持しなければならないが、ICTで
はその必要が無く本作業に続けて作業が可能なた
めロスが少なく作業人員の確保に困窮することが
無くなった。比較対象が少なく効果が見えづらいが
トータル的な省力省人化は実施できたと考える。

5. むすび

　今回は主要工種での取り組みを紹介したが、こ
の他に遠隔臨場での現場確認・工場検査、Webカ
メラによる24時間現場監視、機載・車載カメラに
よる現場状況の把握、オンラインでの災害防止協
議会や安全訓練での外部講師の講演等を実施し
た。コロナ禍での人流の削減も含め可能な限りの
ICT・i-Constructionの実施に取り組んだ。また、
色々な技術を活用していたので自社及び協力会社
の若手職員へのICT・i-Construction体験学習等、
担い手確保・人材育成にも努めた。
　弊社ではICT機械施工を2011年度より取組んで
来た。現場条件でも左右されるが新技術を導入す
るにはコストが一番の障壁になると考える。今回の
事例で導入によるコスト削減や省力・省人化を参
考にしていただくと、現場単位ではなく会社単位
で取組む事で更なる効率化が期待できると考え
る。建機メーカー等のノウハウも向上しベンチャー
企業でのICT・i-Constructionの提供も多くなって
きている。『初めの一歩』の障壁が大きいが使い慣
れて行くうちに『便利さ』に気付き『コスト縮減の
大きさ』『省力・省人化』に驚くと思う。
　我が国の生産年齢人口は今後減少していくこと
が見込まれており、建設現場における労働力が不
足することを考えると、生産性向上が重要な課題
になっている。このため、魅力ある建設現場を実
現し、小規模現場にも対応し、「だれでも」「どん
なときでも」ICT施工技術を活用できるよう環境
整備の拡大が進められている。
　本稿では、力昼防災工事における、ICT技術を
活用した施工の内容、効果および課題について報
告するものである。
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技 術 論 文

１．はじめに

　本工事は、高知自動車道 大豊IC ～南国IC間に
位置する曽我部川橋（図－１）の耐震補強工事で
ある。曽我部川橋は、橋長705m・最大支間
143m、橋梁の約６割がR=400mの曲線部を有す
る鋼3＋4径間連続トラス橋であり、設計反力が最
大で20,000kNを超える支承を有する特殊橋梁で
ある。本工事の概要を図－２に示す。主な工事と
して、上部工では、全支点において既設鋼製支承
から免震支承への支承取替（36基）や、地震時に
耐力不足となる既設トラス部材への主桁断面補強
（175部材）を行った。
　特に支承取替は、一般交通を供用しながら橋体
をジャッキアップする必要があったが、フレキシ
ブルなハイピアに支持された上路曲線トラス構造
のため、支承取替が確実かつ安全に行えるように
様々な対策を行う必要があった。本稿ではそれら
について概説する。

日本橋梁建設土木施工管理技士会
株式会社横河ブリッジ

宮定　龍司○（設計担当）　
松本　　剛 （現場代理人）
高木　俊明 （計画担当）　

工事概要
⑴工 事 名：高知自動車道　大豊IC～
　　　　　　南国IC間耐震補強Ⅰ工事
⑵発 注 者：西日本高速道路株式会社
　　　　　　四国支社 高知高速道路事務所
⑶工事場所：高知県香美市土佐山田町
⑷工　　期：平成31年１月30日～
　　　　　　令和４年１月13日

図－1　曽我部川橋　全景

図－2　耐震補強概要図

第27回土木施工管理技術論文　最優秀賞

最大支間長143mを有する曲線トラス橋の
支承取替について
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２．現場における問題点

2-1.　支承取替の部材取付けについて
　支承取替の要領図を図－３に示す。支承取替に
あたり、橋体の荷重をジャッキに受け替えるため
に、ジャッキ設置位置の上部工側にはジャッキ
アップ補強部材、下部工側には下部工ブラケット
を設置し、既設部材の補強・改良を行った。ま
た、支承部においては、図－４の概要図に示すよ
うに、主構から免震支承への反力伝達を確実に行
うために、主構と支承の間に鋼製台座を設置し
た。ただし、これらの部材取付けについて、下記
の課題があった。

（１）ジャッキアップ補強
　既設トラス橋は、主構高が11mと大きく、特に
P1、P2支点部は変断面のため主構高さが橋軸方
向に変化する構造であった。また、曲線トラスの
ため、弦材は平面的に格点で折れ曲がった複雑な
構造となっていた。そのため、如何に既設トラス
橋の形状を正確に実測し、それを補強部材の製作
に精度良く反映させるかが課題となった。

（２）鋼製台座
図－４の概要図に示すように、幅970mmの下

弦材から幅2,670mmの免震支承に、高さ350mm
程度の鋼製台座で20,000kNの反力を円滑に伝達
させる必要があった。鋼製台座と下弦材下面の支

圧のみでは反力伝達が不十分であったことから、
下弦材ウェブに設けた補強ブラケットのせん断力
により、鋼製台座に反力を伝達できる構造に改良
した。ここで、鋼製台座との接触面となる下弦材
下面とガセットには、曲線トラスのため図面に表
記のない縦横断勾配や折れ線により、３次元的な
ねじれが生じていたことから、如何にその形状を
把握し、鋼製台座を精度よく密着させるかが課題
となった。

図－4　支承部概要図

図－3　支承取替要領図
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2-2.　部材取込み設備について
　支承や補強部材の取込みおよび撤去した既設支
承の搬出は、地上からは困難であるため、供用中
の橋面上から実施する計画とした。部材取込みを
供用中に行うことから車線規制を行ったが、その
際、車線規制は一般車両の事故を防止するため、
車両進行方向が上り勾配となる上り線側で行うよ
う発注者側から要望があった。そのため、上り線
側の橋面から部材を橋脚上に取込み、下り線側へ
部材を横移動させる方法を検討することとなっ
た。ここで、支承の重量が最大で10tを超えるこ
とから、通常の吊り替えによる部材移動が困難で
あり、それ以外の対策を検討する必要があった。

2-3.　支承取替中の安全性について
　支承取替中の安全性を確保するにあたり、下記
の課題があった。

（１）上部工の安定性の確保
　新設支承はペデスタルフレームに現場溶接とす
るため、ジャッキアップ中は水平力に抵抗できな
い状況となる。また、上部工は、A1・A2橋台の
固定支承以外はフレキシブルなハイピアに支持さ
れた構造である。そのため、ジャッキアップ中は
上部工と橋脚の相対変位が生じやすく、支承の取
替順序によっては、上部工が橋軸方向に固定され
ていない不安定な状態となるリスクがあった。

（２）１支承線内での水平力の確保
　１支承線あたり（計４支承）の支承取替は、概
ね２カ月の期間を有することから、その期間中に作
用すると考えられる水平力に対して、安全性を確保
する必要があった。ここで、支承取替中に確保する
水平力としては、「鋼道路橋施工便覧（道路協会）」
や「鋼構造架設設計施工指針（土木学会）」および
同種工事の実績を参考に、L1地震動の1/2とした。

３．工夫・改善点と適用結果

３-1.　３次元レーザースキャナーの活用 
　支承取替の部材取付けを精度よく行うため、３
次元レーザースキャナー（以下3DLSと略す）に
より、既設桁の形状を計測した。

図－5　3DLSによる点群データ

　3DLSにより得られた支点部の点群データを
図－５に示す。ジャッキアップ補強については、全
支点にて点群データを得た後、設計図との誤差量
を確認したうえで、部材の製作、施工に反映した。
　鋼製台座との接触面となる下弦材下面とガセッ
トについても同様に、3DLSによる計測を行い、
ねじれを含めた平面形状を把握した。ただし、接
触面のねじれ形状を鋼製台座の製作に完全に反映
させるのは困難であるため、密着性が期待できる
補強ブラケットのみで反力を伝達できるように鋼
製台座の形状を決定した。さらに、図－６に示す
ように、鋼製台座の３次元モデルと既設桁３次元
モデルを重ね合わせ、部材どうしの密着性をモデ
ル上で確認したうえで製作、施工を行った。
　その結果、ジャッキアップ補強、鋼製台座とも
に、現場で精度よく取り合うことができた。

図－6　３次元モデルによる取り合い確認
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3-2.　軌条台車設備の設置
　部材取込み設備として、橋脚前面に設置した支
持ブラケット上の軌条設備により、上り線側より
取込んだ部材を下り線側の所定の位置まで台車で
横移動させた。部材取込み設備の概要図を図－７
に示す。軌条設備を使用することで、重量物の部
材を安全かつ効率よく移動させることができた。

図－7　部材取込み設備図

3-3.　安全性に配慮した支承取替順序の決定
（１）橋梁単位での施工手順
　上部工の安全性を確保するため、橋梁単位での
支承取替順序は下記のとおりとした。
（A1-P3橋梁）P2→P3※→P1→A1
（P3-A2橋梁）　　P3※→P5→P4→P6→A2
　※P3支点部では２橋梁同時施工とした。
　まず、ジャッキアップ時に上部工に作用する水
平力をなるべく均等に橋脚に負担させるため、隣
り合う橋脚どうしがジャッキアップ状態とならな
いような取替順序とした。また、１橋梁単位で支
承取替順序を考えた際に、必ずどこかの支点で上
部工が橋軸方向に固定されている状態とするた
め、A1-P3橋梁およびP3-A2橋梁ともにA1・A2
橋台部（固定支承）の支承取替を最後に行うこと
とした。さらに、２橋梁の掛け違い部となるP3
支点部については、２橋梁同時施工として供用中
である橋面の段差が生じないよう配慮した。

（２）１支承線単位での施工手順
　１支承線単位の施工ステップを図－８に示す。
各施工ステップで安全性に配慮した事項は下記の
とおりである。
【ステップ１（７）】ジャッキアップ（ダウン）は

両主構を同時に行い、橋体のねじれなどの影響を
最小限に抑えた。
【ステップ２～６】既設支承の撤去や新設支承の
設置は片主構ずつ行い、取替対象と反対側の支承
で支承取替中に考慮する水平力（L1地震動の
1/2）を確保した。先行して取替を行う新設支承
は、上記水平力を考慮した仮固定（溶接）を行っ
てから、反対側の既設支承を撤去した。
　上記のような施工ステップとすることで、支承
取替中の水平力に対する安全性を確保した。

図－8　支承取替 施工ステップ

４．おわりに

　本工事は、支承取替36基を含む難易度の高い耐
震補強工事であったが、3DLSの活用した３次元
モデルによる取合い確認や、橋梁の諸条件に即し
た施工計画を入念にシミュレーションして、品
質・施工性・安全性に配慮したことにより、無事
故無災害で工事を終えることができた。本稿が今
後、本工事と類似する耐震補強工事の一助となれ
ば幸いである。
　最後に、本工事の施工にあたり多大なるご指導
を頂きました、西日本高速道路株式会社の皆様方
に厚くお礼申し上げます。
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　土木施工管理技士会の皆さま方には、平素より国
土交通行政の推進にあたり、まさに現場でご尽力
賜っておりますことを心より御礼申し上げます。
　技士会連合会より、技術論文の審査依頼があり、
委員および幹事の皆さまとともに審査致しました。
　今回、全国各地から応募があり、技術論文が35編、
技術報告が68編受理されました。その中で、本日表彰
されました技術論文及び報告は、いずれも施工管理技
士の方々の、日頃の現場での工程管理や品質管理など
に関する研鑽の成果が高く評価されたものです。
　最優秀論文賞には、宮定龍司さんらによる「最大
支間長143mを有する曲線トラス橋の支承取替につい
て」を選定させて頂きました｡ 曲線部を有するトラ
ス橋支承取替と主桁断面補強を、供用しながら、既
設桁の形状を３次元モデル化し、部材どうしの密着
性等をシミュレーションすることで、品質・施工性・
安全性を確保した工夫が評価されました。また、文
章としてもよく書かれており高い評価を受けました。
　優秀論文３編のうち、河野義博さんによる「日本
三大秘境宮崎県椎葉村で未来型無人化施工への挑戦」
は、山間部でかつ土石流危険区域内という条件下で、
しかも、インターネット環境が悪い中、「どこでも
ICT」と命名し、創意工夫を行い、無人化施工に挑
戦している点が評価されました。
　石川孝さんらによる「ジャンクション部等の上空

制限下における床版取替工事」は、上空制限下にお
ける床版取替工事において、多機能床版取替機を開
発し、作業効率向上に取り組む事例として、現場の
課題解決にあたっての創意工夫、他の現場への適正
性が評価されました。
　岸源己さんによる「格安な荷括りストレッチフィ
ルムを使用したコンクリート養生の工夫と効果につ
いて」は、身近で安価な資材の活用を図る発想は、
現場をよく理解した施工管理技士としての創意工夫
が評価されました。また、他の現場への適用もしや
すいことも評価されました。
　前回まではi-Construction賞でしたが、より広い範囲
を対象とするため、今回よりインフラDX賞と名称変更
して初めての今回は２編を選定させて頂きました。
　村田昭好さんらによる「CIMを用いた架設計画の
検証と供用中の道路の安全確保」は、桁架設に係わ
る現場の課題を、点群データやCIMを活用し、吊足
場の変更、ドライバー目線の安全対策、作業手順会
議等において、現場の課題解決のための創意工夫、
施工・施工管理、安全等の向上がはかられたことが
評価されました。
　栗原章さんによる「ICT法枠工　三次元モデルの
活用」は、法面工においてもICT施工が安全性の面
も含め有効であることを実証した意味は大きく、ま
た、課題も明示されており、今後の参考となる点が
評価されました。
　なお、今回、入賞を惜しくも逃された論文・報告の
中にも、他の現場で参考になる点が数多くあると考え
ております。連合会ではすべてを掲載した論文報告集
を作るとともに、ホームページで公開すると聞いてお
りますので、今後もこれらを活用して、各現場におい
て技術力の向上に努めて頂ければ幸いです。
　結びに、施工管理技士の皆さま方が、引き続き現
場において研鑽に励まれ、ご活躍することを祈念し
講評とさせて頂きます。

技術論文 最優秀賞
題名 執筆者名 所属会社名 所属技士会名

最大支間長143mを有する曲線トラス橋の
支承取替について

宮定　龍司
松本　　剛
高木　俊明

株式会社横河ブリッジ 日本橋梁建設
土木施工管理技士会

第27回土木施工管理技術論文審査　講評
国土交通省　技監　吉岡　幹夫
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　平成30年度に愛知県に入庁し、今年で採用６年目
になりました。まだまだ周りに助けてもらってばか
りで勉強の毎日ですが、私が現在担当している業務
について紹介させていただきます。
　昨年度より現在の部署に所属しており、建設業の担
い手確保に関する業務等を担当しています。本県の土
木系技術職員は約1,100人になりますが、50代以上の
職員が約50％を占め、近い将来、大量のベテラン職員
が定年を迎えます。このような状況は本県の技術職員
だけではなく、建設業界全体でも担い手不足や高齢
化が深刻化しています。しかしこうした状況下でも、
インフラをしっかりと整備・管理するとともに、大規
模な災害が発生した際には速やかな対応が求められ
ます。建設業の担い手を確保するため、建設業の魅
力を幅広い世代へPRし、建設業を仕事として選んで
もらえるよう、本県では様々な取組を進めています。
　そのうちの一つが、「あいち建設みらいサロン」で
す。本取組では、県が建設会社、建設コンサルタン
トなどの業界団体と連携して、学生・生徒と建設分
野の技術者とが交流できる場を提供しています。あ
いち建設みらいサロンでは、参加する学生が、「公務
員」「建設会社」「建設コンサルタント」の３つのブー

スに分かれ、それぞれの分野で一足
先に活躍している社会人と交流し、
意見交換を行います。建設分野の実
態や課題などを共有し、疑問に答え
ることで、相互理解を深めることが
できます。こういった取組を進める
ことで、より多くの方に、建設業の魅力や働き方を
伝えていきたいと考えています。
　他にも、昨年８月に、YouTubeチャンネル「愛知県
庁・土木［公式］」を開設しました。ここでは、本県の
建設事業・プロジェクトの紹介や、建設の仕事の魅力
を発信しています。施工業者の協力により作成した動
画もあれば、動画編集とは無縁であった私が、ゼロか
ら勉強して作成した動画もあります。土木職として採
用された私が作成するには経験とセンスが足りず、か
なりの労力を割いた苦心の作ですので、興味がある方
は是非のぞいてみてください。（そしてチャンネル登録
をお願いします！）
　最後になりますが、「建設業」がなりたい仕事ラン
キング１位に選ばれる日が来るよう、今後も引き続
き建設業のやりがいを発信し、多くの方々に魅力を
伝えていきたいと考えています。

なりたい仕事ランキング1位を「建設業」に！ 

ハートフル通信

（一社）全日本建設技術協会　愛知県建設局土木部建設企画課　早川　まい

第28回 土木施工管理
技術論文・技術報告の募集開始！

募集期間：令和5年7月3日～令和5年11月30日
受理された論文は15ユニット /報告は10ユニットが付与・登録されます。
初めて執筆する方でも取り組み易いように雛型とチェックシートを用意しています。
受賞者には表彰状および副賞が送られ、追加ユニットも付与・登録されます。
詳細は、JCMホームページをご覧ください。https://www.ejcm.or.jp/treatise
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技士会
連合会 N E W S

　令和５年６月２日に（一社）全国土木施工管理技士会連合会の定時総会が開催され「令和４年度事業
報告及び収支決算」は承認されました。詳細については当会ホームページに公開しておりますのでご覧
下さい。（https://www.ejcm.or.jp/）本誌では表彰者をご紹介します。

一、 正会員 
　　（表彰規程第2条－基準1のイ～ホ）
山梨県土木施工管理技士会
島根県土木施工管理技士会
広島県土木施工管理技士会
愛媛県土木施工管理技士会

一、 土木施工管理技士会連合会の役員、委員又は職員
　　（表彰規程第3条－基準2の（1）のイ）
中村　幸正� 青森県土木施工管理技士会　会長
小野﨑　忠� 栃木県土木施工管理技士会　事務局長

一、 土木施工管理技士会の会長 
　　（表彰規程第3条－基準2の（2）のイ）
三木　健義� 兵庫県土木施工管理技士会
下村　敏明� 佐賀県土木施工管理技士会
谷口　幸司� 鹿児島県土木施工管理技士会

一、 土木施工管理技士会の役員 
　　（表彰規程第3条－基準2の（2）のロ）
德長　政光� （一社）北海道土木施工管理技士会
砂子　邦弘� （一社）北海道土木施工管理技士会
相澤　輝充� 岩手県土木施工管理技士会
小泉　　進� 宮城県土木施工管理技士会
佐々木　宏明 � 宮城県土木施工管理技士会
鈴木　仁根� 福島県土木施工管理技士会
福田　耕司� 福島県土木施工管理技士会
中島　仲雄� 群馬県土木施工管理技士会
小暮　一男� 埼玉県土木施工管理技士会
井上　昭司� 埼玉県土木施工管理技士会
朝倉　　猛� 千葉県土木施工管理技士会
菊地　浩二� 千葉県土木施工管理技士会
土肥　克知� 新潟県土木施工管理技士会
武江　則孝� 新潟県土木施工管理技士会
河合　　優� 富山県土木施工管理技士会
土代　一夫� 富山県土木施工管理技士会
明翫　英治� 石川県土木施工管理技士会
依田　　猛� 山梨県土木施工管理技士会
大村　基一� 山梨県土木施工管理技士会
栗木　悦郎� 長野県土木施工管理技士会
篠田　秀人� 長野県土木施工管理技士会
今井　紀彦� 岐阜県土木施工管理技士会
大山　龍彦� 岐阜県土木施工管理技士会
石垣　知己� （一社）静岡県土木施工管理技士会
神谷　剛司� 愛知県土木施工管理技士会
今村　鐘年� 愛知県土木施工管理技士会
中井　俊彦� 三重県土木施工管理技士会
菱田　幹宏� （一社）滋賀県土木施工管理技士会
上島　竜太郎� 京都府土木施工管理技士会
窪田　英朗� 兵庫県土木施工管理技士会
井上　　源� 兵庫県土木施工管理技士会
高橋　宏聡� 島根県土木施工管理技士会
渡部　伸二� 島根県土木施工管理技士会
加藤　修司� 広島県土木施工管理技士会
谷岡　　茂� 広島県土木施工管理技士会
柴尾　康正� 広島県土木施工管理技士会
延明　一之� 広島県土木施工管理技士会
井上　哲治� 山口県土木施工管理技士会
中村　久夫� 山口県土木施工管理技士会
岩浅　良治� 徳島県土木施工管理技士会
河野　栄介� 徳島県土木施工管理技士会
大西　明徳� 愛媛県土木施工管理技士会
大野　太三� 福岡県土木施工管理技士会
宮地　数義� 佐賀県土木施工管理技士会
福田　雅信� 佐賀県土木施工管理技士会
供田　和宣� 長崎県土木施工管理技士会
橋元　隆典� 長崎県土木施工管理技士会
宮崎　浩昭� 熊本県土木施工管理技士会
友岡　誠一� 大分県土木施工管理技士会
中村　法雄� 大分県土木施工管理技士会
河野　義也� 宮崎県土木施工管理技士会
興梠　俊茂� 宮崎県土木施工管理技士会
武藤　英司� 日本橋梁建設土木施工管理技士会

一、 土木施工管理技士会の職員（事務局長） 
　　（表彰規程第3条－基準2の（2）のハ）
地中　　浩� 石川県土木施工管理技士会

一、 土木施工管理技士会の職員（事務局長を除く） 
　　（表彰規程第3条－基準2の（2）のニ）
土崎　銑悦� 秋田県土木施工管理技士会
石川　麻依子� 栃木県土木施工管理技士会
高橋　節子� 群馬県土木施工管理技士会
佐藤　千代恵� 新潟県土木施工管理技士会
石上　貴美子� （一社）静岡県土木施工管理技士会
佐野　正美� （一社）静岡県土木施工管理技士会
後藤　章博� （一社）滋賀県土木施工管理技士会
荒木　式子� 京都府土木施工管理技士会
茅野　典男� 広島県土木施工管理技士会
原　　順子� 香川県土木施工管理技士会
廣瀬　美子� 香川県土木施工管理技士会
田中　高世� 福岡県土木施工管理技士会
江口　ひとみ� 福岡県土木施工管理技士会
甲斐　睦央� 宮崎県土木施工管理技士会
佐藤　寛美� 宮崎県土木施工管理技士会

一、 優良工事従事技術者 
　　（表彰規程第4条第2号）
宮本　良一� （一社）北海道土木施工管理技士会
高田　純男� （一社）北海道土木施工管理技士会
千坂　　大� （一社）北海道土木施工管理技士会
石原　直希� （一社）北海道土木施工管理技士会
荒　　雅秀� （一社）北海道土木施工管理技士会
乾　　雅博� （一社）北海道土木施工管理技士会
鈴木　　聡� （一社）北海道土木施工管理技士会
澤田　寛和� （一社）北海道土木施工管理技士会
十亀　卓也� （一社）北海道土木施工管理技士会
大橋　　玲� （一社）北海道土木施工管理技士会
後藤　祐輔� （一社）北海道土木施工管理技士会
佐藤　大輔� 青森県土木施工管理技士会
一戸　秀之� 青森県土木施工管理技士会
諏訪　隆二� 青森県土木施工管理技士会
内沢　央教� 青森県土木施工管理技士会
中村　昌博� 岩手県土木施工管理技士会
及川　広行� 岩手県土木施工管理技士会
菊池　一也� 岩手県土木施工管理技士会
千田　健一� 岩手県土木施工管理技士会
板橋　研治� 岩手県土木施工管理技士会
渡辺　照夫� 宮城県土木施工管理技士会
菅原　孝二� 宮城県土木施工管理技士会
猪股　　豊� 宮城県土木施工管理技士会
鈴木　克則� 宮城県土木施工管理技士会
長澤　　司� 宮城県土木施工管理技士会
小林　勇輝� 秋田県土木施工管理技士会
二田　直人� 秋田県土木施工管理技士会
嶋津　　命� 秋田県土木施工管理技士会
髙橋　正人� 秋田県土木施工管理技士会
須貝　眞悠� 山形県土木施工管理技士会
荒井　　崇� 山形県土木施工管理技士会
稲泉　裕介� 山形県土木施工管理技士会
二坂　栄一� 山形県土木施工管理技士会
安部　権市� 福島県土木施工管理技士会
鈴木　　晃� 福島県土木施工管理技士会
五十嵐　浩� 福島県土木施工管理技士会
久保井　忠　� 栃木県土木施工管理技士会
竹内　雅敏� 栃木県土木施工管理技士会
小野﨑　文貴� 栃木県土木施工管理技士会
吉原　亮太� 群馬県土木施工管理技士会
田中　佑季� 埼玉県土木施工管理技士会
鈴木　敦史� 埼玉県土木施工管理技士会
糸久　晃義� 埼玉県土木施工管理技士会
八本　栄清� 千葉県土木施工管理技士会
平野　全浩� 千葉県土木施工管理技士会
藤田　智久� 千葉県土木施工管理技士会
松永　潤正� 東京土木施工管理技士会
渡辺　健太郎� 東京土木施工管理技士会
金田　一文� 東京土木施工管理技士会
小長井　大� 東京土木施工管理技士会

令和4年度事業報告・表彰事業について
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多田　孝一� 東京土木施工管理技士会
小田　幸生� 東京土木施工管理技士会
酒井　　厚� 東京土木施工管理技士会
長谷川　達也� 東京土木施工管理技士会
海老原　雅彦� 東京土木施工管理技士会
中矢　裕二� 東京土木施工管理技士会
安居　和哉� 東京土木施工管理技士会
大下　和男� 東京土木施工管理技士会
外﨑　友貴� 神奈川県土木施工管理技士会
長南　英寿� 神奈川県土木施工管理技士会
遠藤　祐亮� 新潟県土木施工管理技士会
和田　重一郎� 新潟県土木施工管理技士会
関沢　勝之� 新潟県土木施工管理技士会
原　　順一� 新潟県土木施工管理技士会
星野　英雄� 新潟県土木施工管理技士会
髙橋　雄矢� 新潟県土木施工管理技士会
岩﨑　　剛� 新潟県土木施工管理技士会
吉田　誠一� 新潟県土木施工管理技士会
藤田　　誠� 富山県土木施工管理技士会
仲村　和久� 富山県土木施工管理技士会
改 井　純一� 富山県土木施工管理技士会
池下　幸輝� 石川県土木施工管理技士会
小山　勇治� 石川県土木施工管理技士会
名取　久豊� 石川県土木施工管理技士会
坪内　翔二朗� 福井県土木施工管理技士会
吉田　勇介� 福井県土木施工管理技士会
佐藤　紀幸� 福井県土木施工管理技士会
南　栄一郎� 福井県土木施工管理技士会
勝俣　直樹� 山梨県土木施工管理技士会
宮川　健志� 山梨県土木施工管理技士会
渡邊　　治� 山梨県土木施工管理技士会
井上　　諒� 長野県土木施工管理技士会
川井　　剛� 長野県土木施工管理技士会
沢田　洋平� 長野県土木施工管理技士会
大塚　秀昭� 長野県土木施工管理技士会
小林　茂樹� 長野県土木施工管理技士会
古瀬　　渉� 長野県土木施工管理技士会
高木　和弥� 岐阜県土木施工管理技士会
久保田　守� 岐阜県土木施工管理技士会
溝口　洋介� 岐阜県土木施工管理技士会
田口　晶規� 岐阜県土木施工管理技士会
斉藤　賀津邦� 岐阜県土木施工管理技士会
萩田　忠幸� 岐阜県土木施工管理技士会
稲葉　亮太� （一社）静岡県土木施工管理技士会
壺井　文規� （一社）静岡県土木施工管理技士会
太田　博文� （一社）静岡県土木施工管理技士会
佐藤　貴徳� （一社）静岡県土木施工管理技士会
増田　哲也� （一社）静岡県土木施工管理技士会
若杉　健吾� （一社）静岡県土木施工管理技士会
白栁　隆由� 愛知県土木施工管理技士会
中島　竜二� 愛知県土木施工管理技士会
近藤　克彦� 愛知県土木施工管理技士会
鈴木　健司� 愛知県土木施工管理技士会
佐々木　進一� 愛知県土木施工管理技士会
中林　資晴� 愛知県土木施工管理技士会
橋爪　敬義� 三重県土木施工管理技士会
岡田　憲彦� 三重県土木施工管理技士会
東　　千成� 三重県土木施工管理技士会
小川　雄士� 三重県土木施工管理技士会
永野　陽佑� 三重県土木施工管理技士会
板垣　貴之� （一社）滋賀県土木施工管理技士会
兼田　直樹� （一社）滋賀県土木施工管理技士会
島尻　鉄也� （一社）滋賀県土木施工管理技士会
松田　拓也� 兵庫県土木施工管理技士会
中田　　潤� 兵庫県土木施工管理技士会
神﨑　仁志� 兵庫県土木施工管理技士会
谷山　一樹� 兵庫県土木施工管理技士会
深川　和幸� 兵庫県土木施工管理技士会
小堀　真子� 兵庫県土木施工管理技士会
塚前　孝文� 兵庫県土木施工管理技士会
木下　加寿真� 兵庫県土木施工管理技士会
白岩 裕一朗� 兵庫県土木施工管理技士会
藤本　　諭� 兵庫県土木施工管理技士会
森本　好博� （一社）鳥取県土木施工管理技士会
金森　　晃� （一社）鳥取県土木施工管理技士会
岸本　純雄� （一社）鳥取県土木施工管理技士会
大藪　健太郎� （一社）鳥取県土木施工管理技士会
田邊　勝一� 島根県土木施工管理技士会
星野　敏郎� 島根県土木施工管理技士会
柳楽　幸嗣� 島根県土木施工管理技士会
岡田　忠文� 島根県土木施工管理技士会
岡本　政已� 島根県土木施工管理技士会
竹村　　修� 岡山県土木施工管理技士会
大西　昭男� 岡山県土木施工管理技士会
宮脇　　潤� 岡山県土木施工管理技士会
脇本　哲夫� 岡山県土木施工管理技士会

東　　英次� 広島県土木施工管理技士会
寺西　大輔� 広島県土木施工管理技士会
水田　竜介� 広島県土木施工管理技士会
吉永　　寛� 広島県土木施工管理技士会
細美　知秋� 広島県土木施工管理技士会
阿部　雅行� 広島県土木施工管理技士会
梶山　一繁� 広島県土木施工管理技士会
松村　宏是� 山口県土木施工管理技士会
藤井　秀明� 山口県土木施工管理技士会
木村　義雄� 山口県土木施工管理技士会
大堀　勇二� 山口県土木施工管理技士会
松永　宜夫� 山口県土木施工管理技士会
高津　一馬� 山口県土木施工管理技士会
西村　篤志� 徳島県土木施工管理技士会
小川　恭典� 徳島県土木施工管理技士会
雜賀　耕二� 徳島県土木施工管理技士会
望月　益夫� 徳島県土木施工管理技士会
角谷　雅臣� 香川県土木施工管理技士会
篠原　昌晃� 香川県土木施工管理技士会
長尾　庄司� 香川県土木施工管理技士会
玉井　秀宣� 愛媛県土木施工管理技士会
篠原　新二� 愛媛県土木施工管理技士会
堀川　　平� 愛媛県土木施工管理技士会
松森　祥裕� 愛媛県土木施工管理技士会
高月　誠二� 愛媛県土木施工管理技士会
二神　　修� 愛媛県土木施工管理技士会
山上　博司� （公社）高知県土木施工管理技士会
井上　博文� （公社）高知県土木施工管理技士会
山本　陽一� （公社）高知県土木施工管理技士会
森田　　武� （公社）高知県土木施工管理技士会
山﨑　和幸� （公社）高知県土木施工管理技士会
林　　章弘� （公社）高知県土木施工管理技士会
井上　元敬� 福岡県土木施工管理技士会
堀江　奨吾� 福岡県土木施工管理技士会
林田　陽一� 福岡県土木施工管理技士会
三笠　拓也� 福岡県土木施工管理技士会
橋間　正喜� 佐賀県土木施工管理技士会
牟田　英樹� 佐賀県土木施工管理技士会
峰松　元樹� 佐賀県土木施工管理技士会
橋口　　明� 佐賀県土木施工管理技士会
野田　幸一� 長崎県土木施工管理技士会
石橋　卓巳� 長崎県土木施工管理技士会
濵本　雅夫　� 長崎県土木施工管理技士会
築地　直樹� 長崎県土木施工管理技士会
平山　孝広� 熊本県土木施工管理技士会
堂下　　亮� 熊本県土木施工管理技士会
林　　眞道� 熊本県土木施工管理技士会
上島　潤也� 熊本県土木施工管理技士会
中島　大成� 大分県土木施工管理技士会
森山　浩樹� 大分県土木施工管理技士会
時枝　宏幸� 大分県土木施工管理技士会
深川　浩史� 宮崎県土木施工管理技士会
渡邉　紀弘� 宮崎県土木施工管理技士会
馬場　啓吾� 宮崎県土木施工管理技士会
山元　建治� 宮崎県土木施工管理技士会
山田　健二� 宮崎県土木施工管理技士会
前田　道治� 鹿児島県土木施工管理技士会
再田　清司� 鹿児島県土木施工管理技士会
渡　　盛仁� 鹿児島県土木施工管理技士会
小牧　浩也� 鹿児島県土木施工管理技士会
浜上　浩二� 鹿児島県土木施工管理技士会
川添　弘喜� 鹿児島県土木施工管理技士会
津波　康宣� 沖縄県土木施工管理技士会
金城　直輝� 沖縄県土木施工管理技士会
砂川　卓也� 沖縄県土木施工管理技士会
伊藝　　一� 沖縄県土木施工管理技士会
今　　大介� 日本橋梁建設土木施工管理技士会
溝口　　勝� 日本橋梁建設土木施工管理技士会
泉谷　健之� 日本橋梁建設土木施工管理技士会
大江　孝多郎� 日本橋梁建設土木施工管理技士会
酒井　　匡� 日本橋梁建設土木施工管理技士会
八木　　聡� 日本橋梁建設土木施工管理技士会
伊藤　昌記� 日本橋梁建設土木施工管理技士会
野田　義人� 日本橋梁建設土木施工管理技士会

一、 社会奉仕の参加による表彰受賞 
　　（表彰規程第4条第3号）
若山　裕亮� （一社）静岡県土木施工管理技士会

一、 特別の功労者 
　　（表彰規程第5条）
小田桐　道弘� （一社）北海道土木施工管理技士会
板倉　　勝� （一社）北海道土木施工管理技士会
千葉　吉生� 神奈川県土木施工管理技士会
小城　文男� 宮崎県土木施工管理技士会
石川　　孝� 日本橋梁建設土木施工管理技士会
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□はじめに

　札幌駅周辺では、2030年度末の北海道新幹線延
伸開業に向けて新幹線札幌駅、札幌駅交通ターミ
ナル整備事業、都心アクセス道路（創成川通）な
ど複数の事業が輻輳する状況となっています。そ
の間駅周辺の商業施設の閉店などもあり、少し寂
しい状況となっていますが、北海道新幹線が開業
する頃には、札幌の玄関口にふさわしい新たなシ
ンボル空間となっていることでしょう。

□技士会の概要

　当技士会は、昭和55年３月に北海道土木技士会
として設立され、その後、平成24年４月に一般社
団法人としてスタートしており、現在の会員は約
6,700名となっています。北海道の社会基盤整備
において工事施工の品質確保・施工効率の向上な
どを重点に、土木施工管理技術者としてこれまで
に培ってきた技術力の維持・向上を図るととも
に、CPDS（継続学習制度）に基づく技術者自身
による自己研鑽のための各種講習会事業などに取
り組んでいます。

□活動状況

　令和４年度は年間で合計37回・延べ46日間の講
習会・セミナー等を実施し、コロナ禍の中1,700
人を超える技術者に受講いただいています。
　連合会との共同実施による「監理技術者講習」
を札幌市、旭川市及び帯広市で合計12回実施して
います。２年度からは多くの社会資本ストックが
更新時期を迎え、技術者が社会資本の維持管理を
担っていく際に、適切な施工に必要な知識と技術
を持つことが重要と考え、指定講習技術演習テキ
ストを使用し、「道路橋」、「河川」、「道路（舗
装）」、「道路トンネル」の各テーマを組合せた
「土木施工管理技術講習会　社会資本維持管理基
礎講座」を道内11カ所で実施しています。
　また、特に近年は若手技術者の確保、育成が建
設業業界の喫緊の課題になっていることから、そ
れまで札幌市でしか実施していなかった２級土木

施工管理技士を目指す受験講習会を元年度から稚
内市、網走市など地方開催を実施しています。４
年度までに札幌市を含め８会場で延べ15回298人
の受講があり、資格取得に寄与できたものと思い
ます。今後も引き続き実施したいと考えています。

釧路会場の様子

□おわりに

　「はじめに」にあるように札幌駅前再開発の波
は当技士会が入っている北海道建設会館にも及ん
でいます。当館は札幌駅南口北４西３地区再開発
事業により2028年の複合ビル完成（予定）までの
間、一時閉館されるため、当技士会は７月からは
次の住所に移転します。
　新事務所も札幌駅近の立地となっておりますの
で、来札の際は気軽にお立ち寄りください。
　〒060-0005　�札幌市中央区北５条西６丁目１番

23号　北海道通信ビル　３階

北海道通信ビル

北海道 土木施工管理技士会
北海道の花▶ハマナス
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□技士会概要

　当技士会は、土木施工管理技士の品位と社会的
地位の向上及び技術水準の向上発展に努め、会員
の利益と公共の福祉に寄与することを目的として
昭和57年８月に設立し、今年で41年目となりま
す。主な活動は、発注者との意見交換会、現場視
察研修会、各種講習会等を実施しております。現
在、正会員1,942名、賛助会員352社。

□発注者との意見交換会

　これまで、国・県と現場における施工上の課題
や問題点などの解決に向けての意見交換会を開催
しています。
　昨年度は、コロナ感染症拡大防止の観点から中
止となりましたが、今年度は沖縄県土木建築部と
意見交換会を実施予定としております。

□講習会

　CPDSを対象とした技術講習会として、DVDセ
ミナーを毎年実施しています。

□現場視察研修会

　新たな技術導入等による代表的な土木工事現場
を見学し技術の研鑚に役立てる事を目的に県内及
び県外、海外の現場視察研修会を実施しておりま
すが、令和２年度以降はコロナ感染症拡大防止の
観点から中止としておりましたが、今年度以降、
事業の実施を計画していく事としております。
〈令和元年度 視察研修〉
香港・マカオ
○マカオカジノIR施設
○マカオ世界遺産地区
○港珠澳大橋（こうじゅおうおおはし）を視察。
　中国広東省珠海市と香港新界離島区ランタオ島
およびマカオ花地瑪堂区を結ぶ全長55kmの世界
最長の海上大橋。
　2009年12月15日に着工し、2018年10月23日に開通。
構想から約30年あまりかかった超大型国家プロジェ
クトで、総工費は１千億元（約１兆６千億円）超。

□おわりに

　ここ数年は、コロナ過の影響により技士会活動が
制限されておりましたが、今年度から現場視察研
修や意見交換会など積極的に活動を行う予定です。
　特に、国土交通省では、新型コロナウイルスの
感染拡大を契機として、インフラ分野のDXを推
進しており、本県においても、遠隔臨場やICT施
工等を対象とした現場が増加していることから、
現場視察や講習等で会員の技術水準向上に向けた
取り組みに寄与して参りたいと考えております。

沖縄県 土木施工管理技士会
沖縄県の花▶デイゴ

��2023. 7  Vol. 32  No. 4  　





編集・発行
一般社団法人　全国土木施工管理技士会連合会
Japan Federation of Construction
Management Engineers Associations（JCM）
〒102-0076 東京都千代田区五番町6-2ホーマットホライゾンビル1階
TEL. 03-3262-7421（代表）　FAX. 03-3262-7420
https://www.ejcm.or.jp/

REPORT

印刷
第一資料印刷株式会社
〒162-0818 東京都新宿区築地町8-7
TEL. 03-3267-8211（代表）

Vol. 32　No. 4　2023. 7
2023年７月１日　発行
（隔月1回1日発行）



一般社団法人　全国土木施工管理技士会連合会

REPORT

一般社団法人 全国土木施工管理技士会連合会
Japan Federation of Construction Management Engineers Associations（JCM）

電話（代表）03-3262-7421 / FAX03-3262-7420　https://www.ejcm.or.jp

国土交通大臣登録講習実施機関（大臣登録：平成16年7月30日付・登録番号5）
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講　習　日　程

技士会の技士会の監理技術者講習監理技術者講習
～経験豊かな地元講師による対面講習～～経験豊かな地元講師による対面講習～

継続学習制度（CPDS）代行申請継続学習制度（CPDS）代行申請
　CPDSのユニット希望者は自動登録できるので申請手続きは不要です。　CPDSのユニット希望者は自動登録できるので申請手続きは不要です。
　受講修了者は、12ユニット取得できます。（上限のある形態コードです。）　受講修了者は、12ユニット取得できます。（上限のある形態コードです。）

監理技術者講習の有効期間の見直し監理技術者講習の有効期間の見直し
　監理技術者講習の有効期間が受講修了日から５年後の年の12月31日までに見直されました。更新される方は　監理技術者講習の有効期間が受講修了日から５年後の年の12月31日までに見直されました。更新される方は
有効期限を迎える年のいつ受講しても有効期限は変わりません。年末には受講者が増えることが予想されますので、有効期限を迎える年のいつ受講しても有効期限は変わりません。年末には受講者が増えることが予想されますので、
早めの受講をお勧めします。早めの受講をお勧めします。

お申込みはホームページから　https://www.ejcm.or.jp/training/
郵送申込み用紙もダウンロードできます

講習地 講習日

北海道

札　幌

令和５年11月10日㈮

令和５年12月８日㈮

令和６年２月16日㈮

令和６年３月１日㈮

旭　川 令和６年１月19日㈮

帯　広
令和５年11月17日㈮

令和６年２月２日㈮

栃　木 宇都宮
令和５年８月23日㈬

令和６年２月２日㈮

東　京 東　京

令和５年７月21日㈮

令和５年９月22日㈮

令和５年11月17日㈮

新　潟 新  潟 令和５年11月22日㈬

福　井 福　井 令和５年11月28日㈫

講習地 講習日

山　梨 甲　府

令和５年９月８日㈮

令和５年11月24日㈮

令和６年２月16日㈮

愛　知 名古屋
令和５年７月14日㈮

令和５年11月28日㈫

鳥　取
米　子 令和５年10月３日㈫

鳥　取 令和５年12月６日㈬

岡　山 岡 山
令和５年12月15日㈮

令和６年２月27日㈫

広　島
広　島

令和５年９月５日㈫

令和５年10月24日㈫

福　山 令和５年10月３日㈫

山　口 山　口 令和５年７月19日㈬

徳　島 徳　島 令和５年11月11日㈯

講習地 講習日

香　川 高　松

令和５年７月19日㈬

令和５年10月21日㈯

令和６年１月20日㈯

愛　媛
松　山

令和５年10月12日㈭

令和５年12月６日㈬

宇和島 令和５年７月７日㈮

高　知 高　知

令和５年７月25日㈫

令和５年10月３日㈫

令和５年12月12日㈫

令和６年２月６日㈫

宮　崎

宮　崎
令和５年８月24日㈭

令和５年11月15日㈬

延 岡 令和５年10月12日㈭

都 城 令和５年９月21日㈭




